
 

＜概要＞
  安定ヨウ素剤投与は、放射性ヨウ素の吸入と摂取による内部被ばくを防ぐためにヨウ化カリウ

ム等の安定ヨウ素を服用する対策である。安定ヨウ素剤の投与時期は、放射性ヨウ素の摂取が予
測される直前又は数時間前から直後までが最も有効である。予めの投与では、摂取した放射性ヨ
ウ素の90％以上が甲状腺に到達する前に排泄される。安定ヨウ素剤は放射性ヨウ素の摂取による
内部被ばくの低減に関してのみ効果を有する。したがって、安定ヨウ素剤投与は原子力災害時の
放射線防護計画全体の中で考慮される防護対策である。安定ヨウ素剤の服用で、まれに特異体質
の人などに、アレルギー反応が出る場合が起こり得る。妊婦、新生児、甲状腺疾患既往者には医
師が立ち会って服用させる特別の配慮が必要である。日本では原子力災害時に備えて、関連する
地方自治体には安定ヨウ素剤が備蓄されている。
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＜本文＞
 １．放射線防護のための安定ヨウ素剤の投与

  安定ヨウ素剤の投与は、放射性ヨウ素の吸入と摂取による内部被ばくを防ぐためにヨウ化カリ
ウム等の安定ヨウ素を服用する対策である（「安定」とは放射性ではないという意味である）。
原子力災害（事故、以下同じ）時において、放射性ヨウ素に関して最も懸念される被ばく形態は
甲状腺の内部被ばくである。これは、空気中に含まれる放射性ヨウ素の吸入、あるいは放射性ヨ
ウ素で汚染した食物・牛乳の摂取により起こり得る。放射性ヨウ素で汚染した食物を摂取する被
ばくに対しては、食物の摂取制限の方が安定ヨウ素剤投与よりも実際的な対策である。事故時の
放射線防護対策として種々の放射性核種からの外部被ばく・内部被ばくを避けるために計画され
ている「屋内退避」ならびに「避難」の対策は、放射性ヨウ素による内部被ばくの低減にも役立
つ。ただし、安定ヨウ素剤は放射性ヨウ素の摂取による内部被ばくの低減に関してのみ効果を有
する。したがって、安定ヨウ素剤投与は事故時の放射線防護計画全体の中で考慮される防護対策
である。

 ２．ヨウ素の体内挙動と甲状腺への移行・放射線障害
  甲状腺は成長や体内における物質代謝に必須の甲状腺ホルモンを作る器官である。甲状腺ホル

モンは、ヨウ素元素を含む化合物である。甲状腺ホルモンの生産のために、甲状腺は血中のヨウ
素を能動的に取り込む。成人の体内には、約11mgのヨウ素があるが、そのほとんどは甲状腺に集
まっている。このような生理的な仕組みのために、体内に放射性ヨウ素が取り込まれると、その
一部は甲状腺に選択的に集まる（図１）。放射性ヨウ素もヨウ素元素としての挙動は非放射性の
ヨウ素と同様である。一般に血中に取り込まれたヨウ素の約30％が甲状腺に移行する。残りは全
身の血中から速やかに体外に排泄される。甲状腺に移行したヨウ素は甲状腺からホルモンとして
分泌される。全身に送り出されたヨウ素を含む甲状腺ホルモンが分解されて生じる無機ヨウ素の
一部は血中を経て甲状腺へ戻る。この経路で再び甲状腺へ入る放射性ヨウ素の被ばく寄与は、長
半減期の I（ヨウ素129）の場合に限って重要である。甲状腺からのホルモンの分泌速度（いい
かえれば、除去速度）は、例えば欧米成人の場合には80日で甲状腺内の量が半減する速度、すな
わち80日の生物学的半減期である。日本人の1日の安定ヨウ素摂取量は、平均するとICRP標準人
の5−10倍に当たり1−2mgと推定されている。1日の安定ヨウ素摂取量が多くなると、血中から甲
状腺への移行割合が、15−20％程度に小さくなり、甲状腺における生物学的半減期が40日程度に
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短くなる。
 呼吸による吸入や経口摂取により放射性ヨウ素が摂取されると、体内に入った放射性ヨウ素は
ほぼ完全に血液に移行した後、甲状腺に移行する。ヨウ素131の場合は摂取30時間後に甲状腺に
取り込まれる量が最大に達する。放射性ヨウ素による被ばくにより生じ得る身体影響には、例え
ば甲状腺機能亢進症という早期影響と、例えば甲状腺ガンの発生という晩発性影響がある。早期
影響は、非常に大きな被ばく線量（〜5Gy）を超えた場合にのみ現れる。晩発性の甲状腺のガン
の発生率は、1Gyあたり2.3〜4.4×10 と推定される。対照として、子供の場合の甲状腺ガンの自
然発生率は、年間で100万人についておよそ1例である。
３．安定ヨウ素剤投与による甲状腺への放射性ヨウ素移行の抑制
 甲状腺ホルモンの合成過程は血中のヨウ素の濃度レベルに影響される。血中のヨウ素濃度レベ
ルが通常より異常に高くなると、甲状腺ホルモンの合成が一時的に行われない状態となる。これ
に伴い、血中から甲状腺へのヨウ素の取り込みが自律的に抑制される。安定ヨウ素剤の投与と
は、成人で日常摂取量1日0.2−1mgに比べて、はるかに大きい100mgレベルの安定ヨウ素（非放射
性ヨウ素）を一度に与えることにより、その自律的な取り込み抑制効果を誘起して、放射性ヨウ
素の甲状腺への到達量を小さくする方法である。
 安定ヨウ素剤が放射性ヨウ素の摂取より前か、あるいは摂取後すぐに投与されれば、甲状腺に
放射性ヨウ素が到達し蓄積するのを防ぐことができる。安定ヨウ素剤を投与する時期は放射性ヨ
ウ素を摂取する以前であることが望ましい。放射性ヨウ素の摂取が先になってしまった場合で
も、安定ヨウ素をできるだけ早く投与すれば甲状腺による放射性ヨウ素の取り込みをいくらか下
げることはできるが、投与の効果は時間の経過に伴って急激に減少する。図２は、 I（ヨウ素
131）を4時間にわたり吸入摂取した場合、その吸入開始の前後にわたる安定ヨウ素剤投与時間
（横軸）と甲状腺内部被ばくの抑制割合（縦軸、100％−完全抑制、0％−抑制なし）との関係を示
している。同図に示すように、安定ヨウ素剤の投与時期としては、放射性ヨウ素の摂取が予測さ
れる直前又は数時間前から直後までが最も有効である。
４．安定ヨウ素剤投与の実際
 日本においては、甲状腺線量が相当大きくなると考えられる場合に、安定ヨウ素剤の投与が考
慮される。「原子力施設等の防災対策について」に示される指針によれば、あらかじめ安定ヨウ
素剤を事前に配布するのではなく、周辺住民等が退避し集合した場所等において、安定ヨウ素剤
を予防的に服用する、としている。服用の対象者としては、40歳未満の者を対象とし、40歳以上
については、放射性ヨウ素による被ばくによって甲状腺がん等の発生確率が増加しないため、安
定ヨウ素剤を服用する必要はない。特に新生児、乳幼児や妊婦の服用を優先させる。また、服用
回数は原則1日1回で充分である。安定ヨウ素の服用量は表１の通りで、新生児はヨウ化カリウム
量16.3mg、生後1ヵ月以上3歳未満は32.5mgで、医薬品ヨウ化カリウムの原液（粉末）を水（滅
菌蒸留水、精製水または注射用水）に溶解し、単シロップを適当量添加したものを用いることが
適当である。3歳以上13歳未満は50mg、7歳以上13歳未満の服用に当たっては、医薬品ヨウ化カ
リウムの丸薬1丸（ヨウ素量38mg、ヨウ化カリウム量50mg）を用いることが適当である。13歳以
上40歳未満は100mgとする。この範囲であれば、副作用は無視できると考えられている。安定ヨ
ウ素剤は、ヨウ化カリウム（KI）またはヨウ素酸カリウム（KIO3）という化合物として用意され
る。錠剤の形が一般的である。少量を正確に計量して投与する場合には水溶液が望ましい。国内
ではヨウ化カリウム（KI）錠剤が医薬品として使用されており、その1錠は50mgのヨウ化カリウ
ムを含み、ヨウ素としては約38mgを含む。実際には、この製剤1錠が上記指針の1錠に相当すると
して準備されている。
 チェルノブイル事故の場合のように、事故時には放射性ヨウ素の体内への取込みは呼吸によっ
ても、牛乳などの食物摂取によっても有り得る。このような状況に対応して、安定ヨウ素剤の投
与が連日にわたる場合もある。ただし、食物摂取経路については、食物の摂取制限が安定ヨウ素
剤投与よりも優先して考えられるべき対策であると世界保健機構（WHO）は指摘している。安定
ヨウ素剤の投与後、ヨウ素の甲状腺への到達抑制状態は1−2日継続する。
 旧ソ連ではチェルノブイル事故対策として、安定ヨウ素剤の投与を行った。放射性ヨウ素濃度
の高い牛乳を飲むことを禁止するなどの他の対策による効果も含まれているが、甲状腺の被ばく
線量を1/5から1/20に減らすことができた。つまり放射線障害のリスクの内で甲状腺疾患や甲状腺
癌のリスクを減らすことができる。
 ICRP（国際放射線防護委員会）Pub.63では、安定ヨウ素として12歳以上の大人の服用量を1日
100mgとして、少なくとも3日間同量を服用し続けるが、10日以内で服用を中止するものとして
いる。妊婦及び3歳から12歳の子供にはこの半量（50mg）を、3歳未満の子供には25mgを服用さ
せるとある。ヨウ素剤服用の目安としては、甲状腺の等価線量が50−500mSvであることがICRP
から提案されている。WHOは、チェルノブイル事故を契機に得られた最新の知見に基づいて、安
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定ヨウ素剤投与に関するガイドライン案をまとめている。そこでは、対象者を成人、子供、幼
児、新生児と分けて、これまで参考とされてきた米国放射線防護測定審議会の基準に比して新た
な投与基準を提案している。日本においても、緊急被ばく医療体制がより実効的なものとなるよ
うに、2001年度に原子力安全委員会においてヨウ素剤投与に関する検討が進められ、その要点が
原子力防災対策の技術的専門事項を取りまとめた「原子力施設等の防災対策について」に反映さ
れている。
５．ヨウ素剤の副作用
 ヨウ素剤の摂取による副作用が全くないわけではない。医薬品に副作用はつきもので、治療目
的で1日300−1000mgのヨウ化カリウムの長期服用のような場合にも認められている。副作用は次
の3つに大別される。
（A）甲状腺の障害
   a. 甲状腺腫
   b. 甲状腺機能亢進症
   c. 甲状腺機能低下症
（B）甲状腺以外の局所障害
   a. 耳下腺炎（ヨウ素性おたふく風）
   b. 鼻炎
   c. ヨウ素坐瘡、膿疱などの皮膚障害
（C）ヨウ素過敏症
  ヨウ素に対する特異体質を持っている人に起こる一種のアレルギー反応で、発熱、関節痛、
浮腫、かゆみ、じんましん様皮疹など多彩な症状を呈する。
 副作用の発現は投与量、投与期間、ヨウ素過敏性が大きく関与している。原子炉事故時に甲状
腺へのヨウ素131沈着を抑制するために服用するヨウ素剤の量は1日100mg、最大10日間計1ｇで
あるので、副作用の出現する頻度は経験的に十分に低い。例えば、米国の例では、年間のヨウ化
カリウム（300mg/錠）の消費量は4800万錠である。1960年−1980年に報告されている副作用のデ
ータは、軽症から重症まで全てを含めて160件であった。従って1錠服用することで副作用の生ず
るリスクは100万分の1〜1,000万分の1と推定されている。
 万一副作用の生じた時、直ちに服用をやめれば2、3日で症状は消える。なお、妊婦、新生児、
甲状腺疾患既往者などには、医師が立ち会ってヨウ素剤を服用させるなどの特別の配慮が必要で
ある。このため摂取する総量を制限したり、予想される甲状腺への放射性ヨウ素沈着量を考慮し
て、ヨウ素剤の投与を決めることになる。チェルノブイル事故の場合も、ヨウ素剤投与による副
作用のリスクの方が放射性ヨウ素の甲状腺疾患を増やすリスクより大きいと判断して、ヨウ素剤
の投与を行わなかった国の方が多かった。ただし、ポーランドでは1千万人の子供に安定ヨウ素剤
が投与された。その結果、少数の胃腸管障害と皮膚の発赤が報告されたが、重大な副作用は見い
だされなかった。これらの経験から、重大な副作用の発生率は、子供では1千万分の1以下、成人
では百万分の1以下と考えられている。
（前回更新：2001年9月）

＜関連タイトル＞
放射性核種の体内移行と代謝 (09-01-04-01)
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放射性核種の体内取込みと体外除去 (09-03-03-04)
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